
原子力発電所等における停止時未臨界監視手法の開発 

(受託者)株式会社グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン 

(研究代表者)田代祥一 炉心設計部 

(再委託先)国立大学法人福井大学 

(研究期間)平成 27年度～29年度 

１．研究の背景とねらい 

（研究の背景） 

福島事故後の新規制基準策定段階において、燃料の健全性を維持する観点から、原子炉停止時

における反応度誤投入への対応について議論が行われた。その 1つの解決策として、未臨界監視

が提案された。もし、未臨界監視が実現すれば、制御棒の誤引抜や燃料の誤装荷といった反応度

誤投入事象を検知でき、原子力発電所の安全性を大きく向上することが期待できる。 

 

未臨界度の測定は様々な方法が開発されている（パルス中性子法、炉雑音解析法、中性子源増

倍法、反応度計等）。しかしながら、商用炉の未臨界監視に実用化されたものは存在しない。これ

には 2 つの理由が考えられる。1 つ目は、停止中の炉心には制御棒が多数本挿入されており、臨

界に至るまでに十分な余裕がある事に加え、炉心シミュレータにより未臨界度を高精度に予測で

きるため、監視の必要性が無いと考えられていた事である。2 つ目は、例えば未臨界度の監視に

反応度計モデル（図 1）を適用する場合、中性子検出器への実効的な中性子源強度を高精度に評

価する事や、検出信号からノイズ成分を適切に除去する事が必要であるが、これらが技術的に難

しい事である。 

 

図 1 反応度計モデル 

（研究のねらい） 

本研究は停止中の原子力発電所で適用できる未臨界監視手法を開発する事がねらいである。具

体的には、ミクロ燃焼モデル[1]を備えた BWR 炉心シミュレータ AETNA[2]により、原子炉停止時に

おける実効的な中性子源強度を高精度に評価する事を試みる。さらに、反応度計開発で培われて

きたノイズフィルタ技術を用いて原子炉停止時の高ノイズ環境における検出信号から適切にノイ

ズ成分の除去を行う事を試みる。そしてこれらの技術を組み合わせることによって、世界で初め

ての停止時未臨界監視手法の実現を目指す。 



２．これまでの研究成果 

２．１ 決定論コードによるソースタームの評価 

（概要） 

1点炉逆動特性法に基づく原子炉の反応度測定手法はよく知られている[3]。この方法は空間分布

の効果を無視している点以外は厳密な式であり、中性子源強度𝑄(𝑡)が既知の場合は、反応度を精

度良くかつ高速で評価できる。しかし運開（燃焼）後原子炉の場合、ソース強度を決める事が課

題であった。そこで、中性子源核種をミクロ燃焼モデルで評価できる決定論コード AETNAにより、

検出器応答、実効増倍率を評価し、1 点炉逆動特性法に基づく反応度計のソースタームを逆算に

より評価する手法を検討した。 

 

（研究） 

定常炉心（反応度計モデルの𝑡 = 0）で

は、検出器応答𝑛検出器と反応度𝜌、検出器

毎の実効的ソース強度𝑄検出器は以下の式

で近似できる。 

𝜌検出器 =
−𝑄検出器 ∙ Λ

𝑛検出器
�  (1) 

厳密なソース強度の評価に基づく

AETNA の三次元中性子束分布から、(1)式

の𝑄検出器以外の項は評価できるので、検

出器毎に𝑄検出器の逆算が可能である。つ

まり、事前に既知のシャフリング手順の

全ステップ毎の𝑄検出器を(1)式から逆算

しておけば、それが監視中の検出器毎に

反応度計で設定すべき𝑄検出器となる。制

御棒誤引抜があった場合、相対的な印加

反応度は時間積分項から評価できるので、ソース項の変化が小さいとすれば、時間積分項と事前

に設定したソース項から炉心反応度の監視が期待できる。実運用では、シャフリングとともに変

化する実効強度𝑄検出器の設定が問題となる。そこで、ステップ毎の強度については、定期的な操

作員の入力により区間近似値を離散的に設定できるとし、仮想 BWRの炉内シャフリングのシミュ

レーションにより急激な反応度印加がない場合の反応度監視装置の実効増倍率の精度について、

検出器応答のもとになる AETNA の実効増倍率との比較で評価した結果を図 2に示す。 

 

（結論） 

図 2 より、操作員から 1.6 日間隔でステップ情報が入力される場合、その間の強度を一定値と

しても炉心計算結果の実効増倍率と監視装置の差は RMSで 0.2%dk程度であり、監視には十分な精

度と言える。 

 

図 2 反応度監視装置の予測精度(AETNA との比較) 



２．２ 反応度計モデルの未臨界監視適用性検討 

（概要） 

未臨界状態における反応度の評価には、外部中性子源の強度情報と、中性子束レベルが低いこ

とによる中性子束信号に含まれるノイズ成分の除去が必要である。そこで、知られている 3種の

反応度計について、BWRの燃料シャフリングを模擬した信号を用いて検討を行った。 

 

（研究） 

中性子源強度評価法、並びにその際得られる各検出器の応答を用いた。この解析では燃料移動

ステップごと定常時の検出器応答のみが得られることから、燃料移動中の時間幅を模擬するため、

これらの一点の定常データを一定時間間隔に拡張し、さらにランダムノイズを付与して中性子検

出器の応答とした。この信号をそれぞれの反応度計に入力し、ノイズ除去特性を比較した。検討

対象の反応度計は、それぞれのノイズフィルタ方式が異なる以下の 3種類である。 

 逆動特性方式(IPK) 

 拡張カルマンフィルタ方式(EKF)[4] 

 単純フィードバック法(SRE)[5] 

評価結果の例を図 3 に示す。各反応度計

のノイズフィルタ性能は、各反応度計のシ

ステムパラメータにより異なるが、これら

のパラメータをうまく調整することにより、

ほぼ同等のノイズフィルタ性能が得られる

ことがわかる。 

 

（結論） 

3種の反応度計について、BWRの燃料シャッフリングを模擬した中性子検出器信号を用いて、ノ

イズフィルタ性能の比較を行った。その結果、それぞれの反応度計のシステムパラメータを妥当

な値に設定することにより同等のノイズフィルタ性能が得られることがわかった。このため、発

電所現場においての異常時の対応性や、ノイズレベルに応じたシステムパラメータの調整の容易

さ等をさらに比較検討し、実用監視装置の実現に備えたい。 

 

３．今後の展望 

３．１ 実機信号を用いた評価手法の検証 

これまでの研究では、炉心シミュレータ AETNA の解析に基づく模擬信号を用いて各種の検討を

行った。シミュレータは実機で試験が困難な様々な状況を模擬できるため、多角的な検討が行え

る利点がある。しかしながら、実機信号にはモデル化が困難な様々なノイズ成分が含まれており、

これらのノイズ成分が未臨界監視に影響を与えることが考える。そのため、未臨界監視手法を実

用化する上では、実機信号を用いた開発手法の検証が不可欠である。 

今回、北陸電力株式会社の協力を得て、原子炉停止中の SRNM時系列信号の提供を受けた。今後

は、この実機信号に基づいて、開発手法の妥当性を検討する予定である。 

図 3 未臨界評価結果 
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３．２ 製品化及び実機適用 

研究完了後には、開発手法に基づき未臨界監視装置のシステム製品化を行う。既存の検出器信

号を用いることで未臨界監視が可能であることから、特別な工事をすることなく国内外の多くの

BWR プラントに展開が可能と考えている。製品化及び実機適用により国内外の原子力発電所の安

全性向上に寄与することを計画している。 

 

３．３ BWR以外への適用性検討 

当開発手法における未臨界監視の三要素は以下である。（図 4） 

 中性子増倍体系 

 中性子検出器 

 パラメータ評価（炉心シミュレータ等） 

通常の商用炉・研究炉はこれら三要素を基本的に備えて

いるので、当開発手法を比較的容易に適用することが可

能と考えている。 

また、福島第一原子力発電所の事故においては、使用

済み燃料プールの除熱機能に問題が発生し、プール内の

燃料の破損・未臨界性が議論となった。本研究の成果に

より、原子炉の核計装を用いて未臨界監視が有効に達成

できる場合、その技術を燃料デブリ取出し時の炉心未臨

界監視、又は使用済み燃料プールの未臨界監視という新

たな分野への適用が考えられる。 

研究成果に基づいて、BWRのみならず臨界管理が必要な

施設における未臨界監視への適用性を検討する。 
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図 4 未臨界監視の三要素 


